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(百万円未満切捨て)
１．2023年３月期の連結業績（2022年４月１日～2023年３月31日）
（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年３月期 67,135 5.3 3,305 103.9 3,653 80.7 3,783 189.5

2022年３月期 63,780 7.8 1,621 131.5 2,021 865.3 1,306 220.3
(注) 包括利益 2023年３月期 5,698百万円( 306.1％) 2022年３月期 1,403百万円( △36.1％)

　

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2023年３月期 234.88 － 13.4 4.2 4.9

2022年３月期 81.08 － 5.4 2.4 2.5
(参考) 持分法投資損益 2023年３月期 202百万円 2022年３月期 156百万円
　

　

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2023年３月期 88,753 31,298 35.0 1,947.84

2022年３月期 83,725 26,145 30.5 1,581.75
(参考) 自己資本 2023年３月期 31,042百万円 2022年３月期 25,502百万円
　

　

（３）連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

2023年３月期 3,126 △1,693 △405 5,730

2022年３月期 1,915 △1,503 △2,289 4,425
　

　

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
(連結)

純資産
配当率
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2022年３月期 － 0.00 － 20.00 20.00 325 24.7 1.3

2023年３月期 － 0.00 － 35.00 35.00 557 14.9 2.0

2024年３月期(予想) － 0.00 － 40.00 40.00 －
　

　

３．2024年３月期の連結業績予想（2023年４月１日～2024年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり当期純
利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通 期 68,000 1.3 3,600 8.9 3,700 1.3 2,700 △28.6 167.63

　　



※ 注記事項

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 有

　 新規 ―社 (社名) 、除外 １社 (社名)Tokyo Rope Almaty LLP
　

　

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無
　

　

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2023年３月期 16,268,242株 2022年３月期 16,268,242株

② 期末自己株式数 2023年３月期 331,087株 2022年３月期 145,585株

③ 期中平均株式数 2023年３月期 16,106,436株 2022年３月期 16,115,738株
　

　

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です
　

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
１.本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的である
と判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予
想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項については、決算短信(添付資料)３ページ
「（４）今後の見通し」をご覧ください。
２.当社は、2023年５月15日に機関投資家向け説明会をライブ配信で開催する予定です。その模様及び説明内容
(音声)につきましては、当日使用する決算説明会資料とともに、後日当社ホームページに掲載する予定です。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

当連結会計年度における当社グループの売上高は、各事業セグメントにおける諸資材・エネルギー価格高騰への

対応として実施した製品価格改定の効果や為替の影響に加えて、海外防災関連事業や北米CFCC事業などの販売拡大

により、前期に引き続き開発製品関連が好調に推移したことから、67,135百万円（前年同期比5.3％増）と増加い

たしました。

利益面においては、海外防災関連事業、CFCC事業などの開発製品関連や高機能の繊維ロープ製品の売上増加、製

品価格改定の効果、為替の影響などにより前年同期からは大きく改善し、当連結会計年度における営業利益は

3,305百万円（前年同期比103.9％増）、経常利益は3,653百万円（前年同期比80.7％増）となり、また、親会社株

主に帰属する当期純利益は、税効果会計に係る繰延税金資産を計上したこと等に伴い、3,783百万円（前年同期比

189.5％増）となり、いずれも大幅な増益になりました。

セグメントごとの業績は次のとおりであります。

　(鋼索鋼線関連)

近年のエネルギー諸資材並びに運送費等の値上げに伴うコストアップに対して、適正利潤の確保を図るべく、製

品価格の改定を前期から段階的に実施してまいりました。その改善効果の積み上げと、陸上・海洋関連など繊維ロ

ープの販売が堅調に推移した結果、当事業の売上高は27,156百万円（前年同期比7.8％増）となりました。利益面

では、価格改定に伴うマージンの改善のほか、生産販売構成面でのプラス影響も加わり、特に、高機能の繊維ロー

プ関連の差別化製品の売上が集中したことなどにより、営業利益は2,005百万円（前年同期比71.8％増）となりま

した。

　(スチールコード関連)

製品価格改定や輸出品の為替影響により、当事業の売上高は9,341百万円（前年同期比8.6％増）と増加しました

が、想定を上回るエネルギー諸資材の高騰、高止まりに加え、昨年末以降は、北米の景気減速等の影響により調整

が続いているタイヤ用スチールコードの受注減もあり、営業損失は849百万円（前年同期は827百万円の営業損失）

となりました。

　(開発製品関連)

橋梁関連において前期までの大型案件が終息した一方、海外防災関連事業や北米CFCC事業などの販売拡大によ

り、当事業の売上高は19,173百万円（前年同期比1.2％増）と横這いとなりました。営業利益は、前期に一過性の

在庫評価減の影響があった海外防災関連の改善やCFCC事業の売上増加、操業改善等により、1,289百万円（前年同

期比498.0％増）となりました。

　(産業機械関連)

産業機械では半導体の部品調達遅れが当期売上の減少に繋がり、粉末冶金関連においては、原材料価格や電力料

金の高騰などの影響により利益が減少いたしました。当事業の売上高は4,055百万円（前年同期比4.6％減）、営業

利益は352百万円（前年同期比23.5％減）となりました。

　(エネルギー不動産関連)

原油価格上昇の影響により石油類の販売額が増加したため、当事業の売上高は7,408百万円（前年同期比9.3％

増）と大きく増加いたしましたが、利益面では商業施設の改装や電力料金等の運営費用が増加し、営業利益は507

百万円（前年同期比16.2％減）となりました。

（２）当期の財政状態の概況

当連結会計年度末の総資産は、売掛金や棚卸資産が増加したほか、手元資金の拡大、投資有価証券の時価の上

昇、大幅な円安に伴う海外拠点の財務諸表の為替換算の増加などにより、前連結会計年度末と比べ5,027百万円増

加の88,753百万円となりました。
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負債については、諸資材値上げに伴う仕入額の増加、運転資金の増加に伴う借入金の増加がありましたが、リー

ス債務などその他の負債が減少したことにより、前連結会計年度末と比べ125百万円減少の57,454百万円となりま

した。

純資産については、親会社株主に帰属する当期純利益を計上したほか、その他有価証券評価差額金、為替換算調

整勘定が大きく増加し、前連結会計年度末と比べ5,152百万円増加の31,298百万円となりました。

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末と比べ1,304百万円増加し、5,730百万円に

なっております。

営業活動によるキャッシュ・フローは、棚卸資産の増加などの支出要素もありましたが、税金等調整前当期純利

益の計上、減価償却費の影響等収入要素が大きく、3,126百万円の収入となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得により、1,693百万円の支出となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払や自己株式の取得等により、405百万円の支出となりまし

た。

（４）今後の見通し

2024年３月期の連結業績は、売上高680億円、営業利益36億円、経常利益37億円、親会社株主に帰属する当期純

利益27億円を見込んでおります。新型コロナウイルス感染症の収束に伴う制限緩和から経済活動の活性化が期待さ

れる一方で、地政学リスクからの諸資材・エネルギー価格の高止まりが継続すると予想され、依然として先行き不

透明な状況が想定されます。このようななかで、当社の主力事業においては「防災・減災、国土強靱化のための５

か年加速化対策」などによるインフラ投資が見込まれ、諸案件の受注・売上時期の波は多少あるものの、引き続き

底堅く推移するものと見込んでおります。また、当連結会計年度までに実施した製品価格改定の効果を継続・改善

させるとともに、追加コストダウン施策により、利益水準の維持向上を図ってまいります。特に、スチールコード

関連事業では、想定以上のエネルギー価格の高騰、高止まりに対して、更なる製品価格への転嫁を実施するなど、

黒字化への道筋をつけていく所存です。なお、CFCC事業では、継続している米国大型案件のほかに、受注案件が着

実に積み上がってきており、生産販売拡大による収益の拡大を見込んでおります。

2024年３月期は、当社グループが2021年９月に策定した、2022年３月期から2024年３月期の事業運営の指針とな

る中期経営計画『TRX135』の最終年度となります。当連結会計年度は、初年度に続き、連結全体として公表値の利

益水準を達成し、中期計画最終年度の営業利益目標（ミニマム30億円）も前倒しで達成することが出来ました。当

社としては、引き続き収益力の回復・改善に向けた諸課題を完遂し、最終年度の収益拡大を目指すと同時に、将来

に亘り成長、社会貢献し続けるための事業基盤強化を図っていく所存であります。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、当面は、日本基準で連結財

務諸表を作成する方針であります。

なお、今後につきましては、外国株主比率の推移及び国内の同業他社の国際会計基準の適用動向等を踏まえ、国

際会計基準の適用について検討を進めていく方針であります。
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３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当連結会計年度
(2023年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,437 5,740

受取手形、売掛金及び契約資産 15,711 16,299

商品及び製品 6,760 7,637

仕掛品 4,286 4,652

原材料及び貯蔵品 5,062 4,772

その他 1,263 1,508

貸倒引当金 △20 △17

流動資産合計 37,500 40,592

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 6,470 6,881

機械装置及び運搬具（純額） 5,210 4,994

土地 18,194 18,183

リース資産（純額） 1,140 989

建設仮勘定 317 335

その他（純額） 398 504

有形固定資産合計 31,732 31,890

無形固定資産 434 477

投資その他の資産

投資有価証券 5,947 7,359

退職給付に係る資産 790 1,162

繰延税金資産 3,312 3,369

その他 4,087 4,155

貸倒引当金 △79 △253

投資その他の資産合計 14,058 15,792

固定資産合計 46,225 48,161

資産合計 83,725 88,753
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当連結会計年度
(2023年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 12,435 12,997

短期借入金 5,377 12,875

未払費用 2,277 2,262

賞与引当金 911 968

その他 5,951 5,036

流動負債合計 26,953 34,139

固定負債

長期借入金 19,844 12,739

リース債務 841 791

再評価に係る繰延税金負債 3,922 3,919

役員退職慰労引当金 189 160

役員株式給付引当金 12 12

退職給付に係る負債 4,254 4,537

資産除去債務 513 591

環境対策引当金 283 －

その他 764 561

固定負債合計 30,625 23,315

負債合計 57,579 57,454

純資産の部

株主資本

資本金 1,000 1,000

資本剰余金 1,070 1,059

利益剰余金 13,566 16,999

自己株式 △283 △469

株主資本合計 15,352 18,589

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 791 1,815

繰延ヘッジ損益 1 △0

土地再評価差額金 9,063 9,063

為替換算調整勘定 778 2,185

退職給付に係る調整累計額 △485 △610

その他の包括利益累計額合計 10,149 12,453

非支配株主持分 643 255

純資産合計 26,145 31,298

負債純資産合計 83,725 88,753
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

当連結会計年度
(自 2022年４月１日
　至 2023年３月31日)

売上高 63,780 67,135

売上原価 51,317 53,209

売上総利益 12,463 13,925

販売費及び一般管理費 10,841 10,619

営業利益 1,621 3,305

営業外収益

受取利息 12 24

受取配当金 230 248

持分法による投資利益 156 202

為替差益 207 201

その他 277 291

営業外収益合計 884 968

営業外費用

支払利息 271 252

貸倒引当金繰入額 － 157

固定資産除却損 23 35

その他 189 175

営業外費用合計 484 621

経常利益 2,021 3,653

特別損失

本社移転費用 － 55

貸倒引当金繰入額 － 30

為替換算調整勘定取崩損 － 24

減損損失 1,456 52

その他 35 －

特別損失合計 1,492 161

税金等調整前当期純利益 529 3,491

法人税、住民税及び事業税 544 398

法人税等調整額 △485 △329

法人税等合計 59 68

当期純利益 470 3,423

非支配株主に帰属する当期純損失（△） △836 △359

親会社株主に帰属する当期純利益 1,306 3,783

　



東京製綱株式会社(5981) 2023年３月期 決算短信

7

連結包括利益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

当連結会計年度
(自 2022年４月１日
　至 2023年３月31日)

当期純利益 470 3,423

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △162 1,023

繰延ヘッジ損益 △21 △1

為替換算調整勘定 740 1,257

退職給付に係る調整額 60 △153

持分法適用会社に対する持分相当額 315 148

その他の包括利益合計 932 2,275

包括利益 1,403 5,698

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 2,233 6,086

非支配株主に係る包括利益 △830 △388
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（３）連結株主資本等変動計算書

　前連結会計年度(自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,000 1,070 12,343 △313 14,100

会計方針の変更によ

る累積的影響額
6 6

会計方針の変更を反映

した当期首残高
1,000 1,070 12,349 △313 14,106

当期変動額

剰余金の配当 －

親会社株主に帰属す

る当期純利益
1,306 1,306

土地再評価差額金の

取崩
－

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 △0 31 30

連結範囲の変動 △90 △90

持分法の適用範囲の

変動
－

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

－

当期変動額合計 － △0 1,216 30 1,246

当期末残高 1,000 1,070 13,566 △283 15,352

その他の包括利益累計額

非支配株主持

分
純資産合計その他有価証

券

評価差額金

繰延ヘッジ損

益

土地再評価

差額金

為替換算

調整勘定

退職給付に係

る

調整累計額

その他の包括

利益累計額合

計

当期首残高 953 22 9,063 △277 △539 9,222 1,474 24,796

会計方針の変更によ

る累積的影響額
6

会計方針の変更を反映

した当期首残高
953 22 9,063 △277 △539 9,222 1,474 24,803

当期変動額

剰余金の配当 －

親会社株主に帰属す

る当期純利益
1,306

土地再評価差額金の

取崩
－

自己株式の取得 △0

自己株式の処分 30

連結範囲の変動 △90

持分法の適用範囲の

変動
－

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

△162 △21 － 1,056 54 926 △830 96

当期変動額合計 △162 △21 － 1,056 54 926 △830 1,342

当期末残高 791 1 9,063 778 △485 10,149 643 26,145
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　当連結会計年度(自 2022年４月１日 至 2023年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,000 1,070 13,566 △283 15,352

会計方針の変更によ

る累積的影響額
－

会計方針の変更を反映

した当期首残高
1,000 1,070 13,566 △283 15,352

当期変動額

剰余金の配当 △325 △325

親会社株主に帰属す

る当期純利益
3,783 3,783

土地再評価差額金の

取崩
△0 △0

自己株式の取得 △210 △210

自己株式の処分 △10 24 14

連結範囲の変動 －

持分法の適用範囲の

変動
△24 △24

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

－

当期変動額合計 － △10 3,433 △186 3,236

当期末残高 1,000 1,059 16,999 △469 18,589

その他の包括利益累計額

非支配株主持

分
純資産合計その他有価証

券

評価差額金

繰延ヘッジ損

益

土地再評価

差額金

為替換算

調整勘定

退職給付に係

る

調整累計額

その他の包括

利益累計額合

計

当期首残高 791 1 9,063 778 △485 10,149 643 26,145

会計方針の変更によ

る累積的影響額
－

会計方針の変更を反映

した当期首残高
791 1 9,063 778 △485 10,149 643 26,145

当期変動額

剰余金の配当 △325

親会社株主に帰属す

る当期純利益
3,783

土地再評価差額金の

取崩
△0

自己株式の取得 △210

自己株式の処分 14

連結範囲の変動 －

持分法の適用範囲の

変動
△24

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

1,023 △1 0 1,406 △125 2,304 △388 1,915

当期変動額合計 1,023 △1 0 1,406 △125 2,304 △388 5,152

当期末残高 1,815 △0 9,063 2,185 △610 12,453 255 31,298
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

当連結会計年度
(自 2022年４月１日
　至 2023年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 529 3,491

減価償却費 2,280 2,189

減損損失 1,456 52

貸倒引当金の増減額（△は減少） 17 141

賞与引当金の増減額（△は減少） 53 55

役員株式給付引当金の増減額（△は減少） △30 －

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 25 62

受取利息及び受取配当金 △243 △273

支払利息 271 252

持分法による投資損益（△は益） △156 △202

環境対策引当金の増減額（△は減少） － △283

本社移転費用 － 55

その他の特別損益（△は益） 33 54

売上債権の増減額（△は増加） △653 △272

棚卸資産の増減額（△は増加） △1,802 △768

その他の資産の増減額（△は増加） 198 △95

仕入債務の増減額（△は減少） 561 △593

未払消費税等の増減額（△は減少） △109 △13

その他の負債の増減額（△は減少） △29 37

その他 9 △64

小計 2,412 3,825

利息及び配当金の受取額 294 410

利息の支払額 △271 △251

法人税等の支払額 △519 △802

本社移転費用の支払額 － △55

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,915 3,126

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の取得による支出 △12 △26

投資有価証券の売却による収入 0 －

貸付けによる支出 △58 △24

貸付金の回収による収入 19 20

有形固定資産の取得による支出 △1,314 △1,573

有形固定資産の売却による収入 48 △7

その他 △184 △82

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,503 △1,693
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(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

当連結会計年度
(自 2022年４月１日
　至 2023年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

割賦債務の返済による支出 △246 △227

短期借入金の純増減額（△は減少） 261 2,216

長期借入れによる収入 － 400

長期借入金の返済による支出 △2,207 △2,223

配当金の支払額 △16 △323

自己株式の売却による収入 30 14

自己株式の取得による支出 △0 △210

リース債務の返済による支出 △110 △51

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,289 △405

現金及び現金同等物に係る換算差額 177 280

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,699 1,306

現金及び現金同等物の期首残高 6,086 4,425

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 38 －

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 － △2

現金及び現金同等物の期末残高 4,425 5,730
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(会計方針の変更)

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下「時価算定会

計基準適用指針」という。）を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２項に定める経過

的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することとしまし

た。なお、当期連結財務諸表に与える影響はありません

(セグメント情報等)

(セグメント情報)

１ 報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、本社に製品・サービス別の事業部を置き、各事業部は取り扱う製品・サービスについて国内及び海外の

包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

従って、当社は事業部を基礎とした製品・サービス別セグメントから構成されており、「鋼索鋼線関連」、「ス

チールコード関連」、「開発製品関連」、「産業機械関連」及び「エネルギー不動産関連」の５つを報告セグメン

トとしております。

事業区分 主要製品

鋼索鋼線関連 ワイヤロープ、各種ワイヤ製品、繊維ロープ、網

スチールコード関連 タイヤ用スチールコード、ソーワイヤ

開発製品関連
道路安全施設、長大橋用ケーブル、橋梁の設計・施工、金属繊維、
炭素繊維複合材ケーブル（ＣＦＣＣ）

産業機械関連 粉末冶金製品、工業用自動計量機・自動包装機

エネルギー不動産関連 不動産賃貸、太陽光発電による売電事業、石油製品

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価

格に基づいております。
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３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自 2021年４月１日 至 2022年３月31日）

（単位：百万円）

報告セグメント

合計
調整額
(注)

連結財務
諸表
計上額

鋼索鋼線
関連

スチール
コード
関連

開発製品
関連

産業機械
関連

エネルギ
ー不動産
関連

売上高

外部顧客への売上高 25,202 8,605 18,943 4,252 6,776 63,780 － 63,780

セグメント間の内部
売上高又は振替高

158 316 11 95 721 1,302 △1,302 －

計 25,360 8,922 18,955 4,347 7,497 65,083 △1,302 63,780

セグメント利益又は
セグメント損失（△)

1,167 △827 215 460 605 1,621 － 1,621

セグメント資産 38,948 9,977 21,165 4,028 8,181 82,303 1,422 83,725

その他の項目

減価償却費 1,265 198 437 186 192 2,280 － 2,280

持分法適用会社への
投資額

－ － 2,781 － － 2,781 － 2,781

有形固定資産及び
無形固定資産の
増加額

697 225 283 95 95 1,398 － 1,398

(注) 調整額は以下のとおりであります。

セグメント資産の調整額1,422百万円には、各報告セグメントに配分していない全社資産1,693百万円が含まれ

ております。全社資産の金額は、当社での余資運用資金(現金預金)、長期投資資金(投資有価証券)等でありま

す。

当連結会計年度（自 2022年４月１日 至 2023年３月31日）

（単位：百万円）

報告セグメント

合計
調整額
(注)

連結財務
諸表
計上額

鋼索鋼線
関連

スチール
コード
関連

開発製品
関連

産業機械
関連

エネルギ
ー不動産
関連

売上高

外部顧客への売上高 27,156 9,341 19,173 4,055 7,408 67,135 － 67,135

セグメント間の内部
売上高又は振替高

258 347 6 105 859 1,576 △1,576 －

計 27,414 9,688 19,179 4,161 8,267 68,711 △1,576 67,135

セグメント利益又は
セグメント損失（△)

2,005 △849 1,289 352 507 3,305 － 3,305

セグメント資産 41,962 11,131 21,364 3,938 8,647 87,044 1,709 88,753

その他の項目

減価償却費 1,292 125 401 164 205 2,189 － 2,189

持分法適用会社への
投資額

－ － 2,973 － － 2,973 － 2,973

有形固定資産及び
無形固定資産の
増加額

985 159 308 132 391 1,977 － 1,977

(注) 調整額は以下のとおりであります。

セグメント資産の調整額1,709百万円には、各報告セグメントに配分していない全社資産2,015百万円が含まれ

ております。全社資産の金額は、当社での余資運用資金(現金預金)、長期投資資金(投資有価証券)等でありま

す。
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(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

当連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

１株当たり純資産額 1,581.75円 1,947.84円

１株当たり当期純利益 81.08円 234.88円

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ 株主資本において自己株式として計上されている「役員向け株式交付信託」に残存する自社の株式は、１株

当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式数に含めております（前連結会計年度

130千株、当連結会計年度130千株）。また、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算におい

て控除する自己株式に含めております（前連結会計年度137千株、当連結会計年度130千株）。

３ １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度

(自 2021年４月１日)
至 2022年３月31日)

当連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

親会社株主に帰属する当期純利益(百万円) 1,306 3,783

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

(うち優先配当額(百万円)) (－) (－)

普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純利益(百万円)

1,306 3,783

普通株式の期中平均株式数(株) 16,115,738 16,106,436

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　


